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１．目的  

 新潟県中越地震で新幹線車両が脱線した事故を受

け，JR 東日本では地震脱線対策として，レールを車

両のガイドとし，脱線した車両の逸脱を防止するレ

ール転倒防止装置の開発を進めている．現在までに，

スラブ軌道用レール転倒防止装置およびバラスト軌

道用レール転倒防止装置の開発を完了し導入に至っ

ている．本報告では弾性まくらぎ直結軌道(以下，弾

直軌道)用装置の開発概要について報告する． 

 

２．基本構造の検討 

 弾直軌道はまくらぎの底面および側面を弾性材で

被覆し，てん充コンクリート等で固定した軌道であ

る．開発した弾直軌道用レール転倒防止装置は，既

に導入している直結 8形スラブ軌道(以下，直 8軌道)

用装置を基に開発を行った．直 8 軌道用レール転倒

防止装置は 5m以内に 1箇所の間隔で，前後する 2つ

のレール締結装置の間に設置し，脱線時車両がレー

ルに衝突した際のレールの転倒や大幅な横移動を抑

制する 1)．弾直軌道では，締結装置間への転倒防止

装置の設置が構造上できないため，レール締結装置

にレール転倒防止装置の機能を付加する構造とした．

設置間隔はスラブ軌道用装置と同様で 5m以内に 1箇

所を目標として性能確認を行った(図 1)． 

 

 

 

 

 

 

３．レール転倒防止装置としての性能確認 

 レール転倒防止装置に必要な性能は「レール転倒

防止性能」「衝突耐久性能」の２点である． 

(1)レール転倒防止性能の確認 

レール転倒防止性能については直 8 軌道用レール

転倒防止装置を開発した際に重錘試験を行い設計荷

重に耐えられる構造であることを確認している． 

弾直軌道用レール転倒防止装置と直 8 軌道用レー

ル転倒防止装置の耐力の差異及び載荷時のレールの

変位量を確認するため，静的横荷重載荷試験を行っ

た(図 2)．レール転倒防止装置の直上及び中間点に載

荷した結果，弾直軌道用レール転倒防止装置が直 8

軌道用と同等の耐力を有していることを確認した.

また，設計荷重相当の荷重がかかった際のレールの

変位量を算定すると，レール頭部変位は最大約 112mm

であった．脱線後 L 型ガイドがレールに接した状態

で，車輪から弾性まくらぎ端部までの距離は約 225mm

であるため，車輪がまくらぎから落下・逸脱するこ

とはない．以上より，弾直軌道レール転倒防止装置

を 5m以内に 1箇所設置することでレール転倒防止性

能は満足できると判断した． 

 

 

 

 

 

 

 (2)衝突耐久性能の確認 

脱線した車輪がレール転倒防止装置に衝突した際

の部材の状態と車輪の挙動を確認するため，車両速

度および車輪通過位置をパラメータとした衝突解析

を行った(図 3). 

 

 

 

 

 

解析の結果，高速域において直 8 軌道用レール転

倒防止装置の約 1.4 倍の大きな負荷がかかることが

確認された．これは，弾直軌道がスラブ軌道に対し

図 2 レール転倒防止性能の確認(静的横荷重載荷試験) 
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図 3 解析モデル 

 
図 1 弾直用レール転倒防止装置の構造概要 
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て脱線した車輪の走行面の凹凸が大きいためと考え

られる(図 4)．このため，衝撃荷重相当の落重試験(図

5)および落重試験後のボルト引抜き抵抗力を確認し

衝突耐久性を再評価した． 

 

 

 

 

 

落重試験の結果，コンクリートに多数のクラック

が見られたが，ポストテンションの定着部の飛出し

は認められないことからプレストレスは残存してい

ると考えられる(図 6).落重衝撃後の埋込栓の引抜き

抵抗力は JISに規定される破壊荷重 60kN以上である

ことを確認した．このことからレール転倒防止装置

のボルト周辺に衝撃荷重が作用してもまくらぎの機

能は維持され，ただちに転倒防止性能が失われるこ

とはないと考えられる． 

 

 

 

４．レール締結装置の性能確認 

(1)締結装置の性能確認試験 

 現在敷設されている「弾直軌道用レール締結装置」

と，開発した「弾直軌道用レール転倒防止機能付き

レール締結装置」では下記の点が異なる． 

・締結装置の位置およびショルダー部がタイプレ

ートを固定するボルトに対して偏心する 

・締結間隔が局所的に広がる 

さらに，今後低弾性軌道パッドを使用する可能性

があり，締結装置に発生する変動応力やレール左右

変位が増加して性能照査を満足しないことも考えら

れる.そこで締結装置の斜角載荷試験および 2 軸疲

労試験を実施した(図 7)．荷重条件は事前に基礎試

験を実施し表 1のとおり設定した. 

 

 

 

板バネに発生したひずみをばねの耐久限度線図で

照査した結果，いずれも第１限度以内であった(図 8).

レール頭部横変位の最大値は 4.0mm であり軌間拡大

に対する列車の走行安全上の限度値 5.2mmを下回っ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た．構成部材の疲労耐久性について，A荷重相当荷重

および B 荷重相当荷重を動的に 100 万回繰返し載荷

した後の各部材の損傷，摩滅等は無く，耐久性に問

題ないことを確認した．以上より，実軌道に適用し

ても問題ないと判断した． 

 

(2)軌道回路への影響確認  

 鉄道構造物等設計標準・同解説に基づき装置の電

気絶縁抵抗試験を行った．まくらぎ 1 本あたりの抵

抗値はいずれの場合も必要抵抗値 4.9kΩを満足した

(図 9).弾直軌道では 1箇所/ 5m既設のレール締結装

置に代えて装置を設置する.従って装置の抵抗値と

既設の締結装置との合成抵抗考えた場合の 1km 当り

の変動値を算

出すると，変

動値は微小で

あり営業線に

敷設しても問

題ないことを

確認した． 

 

５．まとめ  

 弾直軌道用レール転倒防止装置を開発し，レール

転倒防止性能，衝突耐久性能，締結装置の性能，電

気絶縁性能を確認し本線導入可能であると判断した．

今後，営業線へ導入することを予定している． 
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図 5 落重試験装置 

 
図 8 耐久限度線図 
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図 7 斜角試験および測定位置図 

 
図 6 試験後のまくらぎの状況 

表 1 斜角載荷試験の荷重条件 

 A荷重相当 B荷重相当 

Pmax 43.8kN 32.9kN 

θ 37.4° 46.4° 
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図 9 電気絶縁抵抗値 
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図 4 車輪の走行面イメージ 
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